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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第28期

中間連結会計期間
第29期

中間連結会計期間
第28期

会計期間
自　2024年７月１日
至　2024年12月31日

自　2025年７月１日
至　2025年12月31日

自　2024年７月１日
至　2025年６月30日

売上高 (千円) 7,965,174 22,304,566 33,933,706

経常利益又は経常損失（△） (千円) △232,062 2,842,353 2,787,677

親会社株主に帰属する中間（当
期）純利益又は親会社株主に帰属
する中間純損失（△）

(千円) △210,785 1,907,345 1,850,600

中間包括利益又は包括利益 (千円) △210,785 1,907,345 1,850,600

純資産額 (千円) 14,820,970 19,687,230 17,347,836

総資産額 (千円) 57,217,241 69,317,831 62,322,576

１株当たり中間（当期）純利益又
は１株当たり中間純損失（△）

(円) △6.53 52.49 56.26

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － 52.38 56.22

自己資本比率 (％) 25.9 28.4 27.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △9,361,791 △1,472,150 △7,279,384

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,989,704 △1,334,475 △2,601,752

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 10,101,385 4,989,213 12,770,287

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 7,259,504 13,581,354 11,398,766

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第28期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

３．当社は当社及び一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除く。）並びに当社の従業員に対し、信託を用い

た株式報酬制度を導入しております。１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除

する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。

 

２ 【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（不動産事業）

　当中間連結会計期間より、当社の連結子会社である株式会社ケーナインが株式会社神楽坂ハイツの株式の全てを取

得したことに伴い、当該会社を連結の範囲に含めております。

　この結果、当中間連結会計期間末現在では、当社グループは、当社、連結子会社３社により構成されることとなり

ました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

　当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高223億４百万円（前年同期比180.0％増）、営業利

益32億58百万円（前年同期は営業利益１億円）、経常利益28億42百万円（前年同期は経常損失２億32百万円）、

親会社株主に帰属する中間純利益19億７百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失２億10百万円）と

なりました。

　前年同期比で大幅な増収増益となりましたが、その主な要因は、当中間連結会計期間におけるプロジェクトの

竣工及び売上計上が堅調に推移したことに加え、前連結会計年度における都市型賃貸マンションの売上計上が、

第４四半期連結会計期間に偏重していたことによるものであります。当連結会計年度におきましては、都市型賃

貸マンション等合計12棟552戸の販売を計画しておりますが、当中間連結会計期間につきましては、都市型賃貸

マンション６棟310戸、アパート１棟８戸及び戸建・テラスハウス分譲23戸並びに用地売却６件の売上計上と

なっております。当社グループは都市型賃貸マンションの開発・１棟販売を主軸事業としており、竣工に伴う売

上計上の時期や金額・利益率がプロジェクトごと、年度ごとに大きく異なることから、四半期ごとの売上高や利

益は毎年大きく変動いたします。なお、連結子会社の株式会社ケーナインにつきましては、業績は好調を維持し

ております。

　グループ全体として、2026年６月に向けて工事はほぼ順調に進んでおり、現時点では、売上高・利益とも概ね

期初計画通りに推移しております。

 

　セグメントごとの経営成績は、以下のとおりであります。

（不動産事業）

　不動産事業につきましては、売上高は221億85百万円（前年同期比182.8％増）、セグメント利益は41億１百万

円（前年同期比374.2％増）となりました。

　このうち、不動産開発販売につきましては、都市型賃貸マンション６棟310戸、アパート１棟８戸及び戸建・

テラスハウス分譲23戸並びに用地６件の売却により、売上高は214億53百万円（前年同期比220.3％増）となりま

した。不動産仕入販売につきましては、買取再販２件により、売上高は４億17百万円（前年同期比42.7％減）、

その他不動産事業につきましては、不動産仲介及び不動産賃貸業等により、売上高は３億14百万円（前年同期比

25.0％減）となりました。

 

（ホテル事業）

　ホテル事業につきましては、ホテルアジール東京蒲田の宿泊料等により、売上高は１億19百万円（前年同期比

0.3％減）、セグメント利益は25百万円（前年同期比15.1％減）となりました。
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②　財政状態の状況

　当中間連結会計期間末における財政状態については、総資産が前連結会計年度末に比べて69億95百万円増加し

た693億17百万円、負債が前連結会計年度末に比べて46億55百万円増加した496億30百万円、純資産が前連結会計

年度末に比べて23億39百万円増加した196億87百万円となりました。

　総資産の増加は、主として、都心好立地の用地の購入が順調に進んだ結果、仕掛販売用不動産が55億57百万円

増加したことによるものであります。

　負債の増加は、主として、用地購入に伴う長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が37億67百万円

増加したことによるものであります。

　純資産の増加は、主として、親会社株主に帰属する中間純利益の計上、及び新株予約権の行使による資本金及

び資本準備金の増加が配当金の支払による減少を上回ったことによるものであります。
 

(2) キャッシュ・フローの状況の分析

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動及び投資活動におい

て資金が減少した一方、財務活動において資金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ、21億82百万円増

加の135億81百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の減少は、14億72百万円（前年同期は93億61百万円の減少）となりました。これは主に、棚

卸資産の増加及び、利息の支払並びに法人税等の支払による減少が税金等調整前中間純利益の計上を上回ったこと

によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は、13億34百万円（前年同期は19億89百万円の減少）となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出及び、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の増加は、49億89百万円（前年同期は101億１百万円の増加）となりました。これは主に、

堅調な用地購入に伴う長期借入れによる収入及び、新株予約権の行使による株式の発行による収入が、物件の販売

に伴う長期借入金の返済による支出を上回ったことによるものであります。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当中間連結会計期間において、該当事項はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当社は、2025年12月18日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ケーナインが株式会社神楽坂

ハイツの株式の全てを取得し、子会社化することを決議し、2025年12月19日付で株式会社ケーナインと株主との間で

株式譲渡契約を締結いたしました。

詳細は「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年２月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,574,100 37,574,100
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であります。

計 37,574,100 37,574,100 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当中間会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり行使さ

れております。

（第12回新株予約権）

 
中間会計期間

（2025年７月１日から
2025年12月31日まで）

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
20,000

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 2,000,000

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 448.1

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 896,200

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
20,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
2,000,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
448.1

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
896,200
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年７月１日～
2025年12月31日
（注）

2,000,000 37,574,100 448,100 3,967,364 448,100 3,367,576

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

(5) 【大株主の状況】

  2025年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社服部 東京都練馬区石神井町3-3-33 5,616,000 14.95

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1-8-12 658,900 1.75

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM CLIENT
ACCTS M ILM FE
（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A
1HQ UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内1-4-5）

607,400 1.62

株式会社合田工務店 香川県高松市天神前9-5 588,000 1.56

服部　弘信 東京都練馬区 384,000 1.02

服部　信治 東京都練馬区 350,000 0.93

奥田　周二 神奈川県川崎市高津区 321,300 0.86

マイルストーンキャピタルマネジメント株式
会社

東京都千代田区大手町1-6-1 309,600 0.82

株式会社明和 東京都世田谷区若林1-23-5 280,000 0.75

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2-2-2 273,000 0.73

計 － 9,388,200 24.99

（注）「発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合」における自己株式には、「株式給付信

託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式658,900株は含まれて

おりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2025年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 100 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 37,539,300 375,393 －

単元未満株式 普通株式 34,700 － －

発行済株式総数  37,574,100 － －

総株主の議決権  － 375,393 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、「株式給付信託」制度に関する株式会社日本カストディ銀行（信

託口）が所有する当社株式658,900株（議決権の数6,589個）が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式49株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    2025年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アーバ

ネットコーポレー

ション

東京都千代田区霞

が関三丁目２番５

号

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

（注）株式給付信託が保有する当社株式658,900株は、上記自己株式には含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

専務取締役

上席執行役員

管理本部長

常務取締役

上席執行役員

管理本部長

赤井　渡 2025年９月25日
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年７月１日から2025年12月31

日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,423,168 13,644,814

販売用不動産 2,070,324 759,079

仕掛販売用不動産 39,361,222 44,919,108

その他 892,814 910,919

流動資産合計 53,747,530 60,233,922

固定資産   

有形固定資産 7,736,467 7,943,958

無形固定資産   

のれん － 318,046

その他 13,914 16,611

無形固定資産合計 13,914 334,657

投資その他の資産 824,663 805,293

固定資産合計 8,575,045 9,083,909

資産合計 62,322,576 69,317,831

負債の部   

流動負債   

買掛金 984,221 833,441

短期借入金 2,662,100 3,489,939

１年内返済予定の長期借入金 9,128,116 9,011,883

リース債務 32,510 32,375

未払法人税等 861,707 939,703

株主優待引当金 76,929 80,581

完成工事補償引当金 12,780 13,019

その他 911,880 685,500

流動負債合計 14,670,246 15,086,442

固定負債   

長期借入金 29,791,941 33,675,612

リース債務 85,349 69,124

役員株式給付引当金 99,666 130,336

従業員株式給付引当金 29,832 37,772

退職給付に係る負債 73,103 74,585

その他 224,598 556,728

固定負債合計 30,304,492 34,544,159

負債合計 44,974,739 49,630,601

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,519,264 3,967,364

資本剰余金 3,018,320 3,466,449

利益剰余金 11,015,974 12,496,432

自己株式 △205,922 △243,015

株主資本合計 17,347,636 19,687,230

新株予約権 200 －

純資産合計 17,347,836 19,687,230

負債純資産合計 62,322,576 69,317,831
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日
　至　2025年12月31日)

売上高 7,965,174 22,304,566

売上原価 6,458,794 17,219,109

売上総利益 1,506,380 5,085,457

販売費及び一般管理費 ※ 1,405,878 ※ 1,826,976

営業利益 100,501 3,258,480

営業外収益   

受取利息 468 5,042

受取配当金 1 4

その他 1,224 3,004

営業外収益合計 1,694 8,050

営業外費用   

支払利息 200,273 315,888

支払手数料 133,629 108,097

その他 354 192

営業外費用合計 334,258 424,178

経常利益又は経常損失（△） △232,062 2,842,353

特別損失   

減損損失 － 17,927

特別損失合計 － 17,927

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
△232,062 2,824,425

法人税、住民税及び事業税 262,341 883,780

法人税等調整額 △283,617 33,299

法人税等合計 △21,276 917,080

中間純利益又は中間純損失（△） △210,785 1,907,345

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△210,785 1,907,345
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日
　至　2025年12月31日)

中間純利益又は中間純損失（△） △210,785 1,907,345

その他の包括利益 － －

中間包括利益 △210,785 1,907,345

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △210,785 1,907,345
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日
　至　2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
△232,062 2,824,425

減価償却費 97,342 90,241

減損損失 － 17,927

株主優待引当金の増減額（△は減少） 55,337 3,652

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 3,065 238

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 8,462 30,669

従業員株式給付引当金の増減額（△は減少） 7,003 9,813

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,558 1,482

受取利息及び受取配当金 △469 △5,046

支払利息 200,273 315,888

リース投資資産の増減額（△は増加） 18,187 19,637

棚卸資産の増減額（△は増加） △9,263,908 △3,213,856

仕入債務の増減額（△は減少） 621,348 △150,780

前受金の増減額（△は減少） △166,725 △211,436

未払消費税等の増減額（△は減少） 50,158 1,272

その他 △50,105 △74,244

小計 △8,647,534 △340,116

利息及び配当金の受取額 469 5,059

利息の支払額 △204,583 △308,045

法人税等の支払額 △510,143 △829,047

営業活動によるキャッシュ・フロー △9,361,791 △1,472,150

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,942,701 △330,344

無形固定資産の取得による支出 △6,465 △4,400

保険積立金の積立による支出 － △17,343

保険積立金の解約による収入 － 496

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △983,783

子会社株式の条件付取得対価の支払額 △56,100 －

その他 15,562 900

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,989,704 △1,334,475

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △534,946 827,839

長期借入れによる収入 13,404,000 12,255,500

長期借入金の返済による支出 △2,697,797 △8,488,063

自己株式の取得による支出 △11 △38,937

リース債務の返済による支出 △17,150 △16,360

新株予約権の行使による株式の発行による収入 322,750 896,000

配当金の支払額 △360,232 △426,464

その他 △15,227 △20,300

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,101,385 4,989,213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,250,110 2,182,588

現金及び現金同等物の期首残高 8,509,615 11,398,766

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 7,259,504 ※ 13,581,354
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間より、2025年12月26日に当社の連結子会社である株式会社ケーナインが株式会社神楽坂ハイツ

の株式の全てを取得したことに伴い、当該会社を連結の範囲に含めております。

 

(追加情報)

（取締役に対する株式報酬制度）

当社は、2022年９月28日開催の第25回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役を除く。）を対象

に、当社の株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株価の上昇によるメリットを享受するの

みならず、株価下落リスクをも負担し、株価の変動によるメリット及びリスクを株主の皆様と共有することで、企

業価値の向上に貢献する意識を高めることを目的として、信託を用いた株式報酬制度（以下、「本制度」とい

う。）を導入しております。

また、2024年６月20日開催の取締役会決議に基づき、2024年６月28日より、一部の連結子会社の取締役を本制度

の対象として追加しております。なお、2025年８月７日開催の取締役会決議に基づき、連結子会社取締役に対する

将来の給付に必要となる株式について、上限を90,000株とした上で、追加取得しております。

 

(1）取引の概要

本制度は、当社が金員を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）が当社株式を取得

し、当社及び株式会社ケーナインの取締役（社外取締役を除く。以下、「当社等の取締役」という。）に対し

て、当社取締役会で定める株式給付規程に従って付与されるポイント数に相当する数の当社株式及び当社株式の

時価相当額の金銭（以下、「当社株式等」という。）を、本信託を通じて給付する株式報酬制度であります。

なお、当社等の取締役が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として当社等の取締役の退任時であります。

 

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用を除く。）により純資産の部に自己株式として

計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末において、122,331千円、389,200

株、当中間連結会計期間末において、161,269千円、464,000株であります。

 

（従業員に対する株式報酬制度）

当社は、2024年５月９日開催の取締役会決議に基づき、当社の従業員を対象に、インセンティブ・プランの一環

として、当社の中長期的な業績の向上及び企業価値の増大への当社の従業員の貢献意欲や士気を高めることを目的

として、信託を用いた株式報酬制度（以下、「本制度」といい、本制度に関して株式会社りそな銀行と締結する信

託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という。）を導入しております。

 

(1）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する本信託が当社株式を取得し、あらかじめ定めた株式給付

規程（以下、「株式給付規程」という。）に基づき、一定の受益者要件を満たした当社の従業員に対し、当社株

式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、併せて「当社株式等」という。）を給付する仕組みであります。

当社は、対象となる当社の従業員に対して、株式給付規程に基づきポイントを付与し、一定の受益者要件を満

たした場合には、所定の手続きを行うことにより、当該付与ポイントに応じた当社株式等を給付します。なお、

当該信託設定に係る金銭は全額を当社が拠出するため、当社の従業員の負担はありません。

 

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用を除く。）により純資産の部に自己株式として

計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末において、83,537千円、199,300

株、当中間連結会計期間末において、81,693千円、194,900株であります。
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(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
　　至　2024年12月31日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
　　至　2025年12月31日）

給料及び手当 271,439千円 315,786千円

役員報酬 149,136千円 192,933千円

賞与 74,031千円 97,263千円

役員株式給付引当金繰入額 13,557千円 30,669千円

従業員株式給付引当金繰入額 7,003千円 9,810千円

退職給付費用 5,300千円 7,135千円

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

現金及び預金 7,282,004千円 13,644,814千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △22,500千円 △63,460千円

現金及び現金同等物 7,259,504千円 13,581,354千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月８日
臨時取締役会
（注）

普通株式 360,514 11.00 2024年６月30日 2024年９月27日 利益剰余金

（注）2024年８月８日臨時取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金

6,626千円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年２月７日
臨時取締役会
（注）

普通株式 336,240 10.00 2024年12月31日 2025年３月31日 利益剰余金

（注）2025年２月７日臨時取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金

5,892千円が含まれております。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月７日
臨時取締役会
（注）

普通株式 426,887 12.00 2025年６月30日 2025年９月26日 利益剰余金

（注）2025年８月７日臨時取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金

7,062千円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年２月５日
臨時取締役会
（注）

普通株式 413,313 11.00 2025年12月31日 2026年３月30日 利益剰余金

（注）2026年２月５日臨時取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金

7,247千円が含まれております。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２

 不動産事業 ホテル事業

売上高      

外部顧客への売上高 7,845,624 119,549 7,965,174 － 7,965,174

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 7,845,624 119,549 7,965,174 － 7,965,174

セグメント利益 864,975 30,242 895,217 △794,716 100,501

（注）１．セグメント利益の調整額△794,716千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２

 不動産事業 ホテル事業

売上高      

外部顧客への売上高 22,185,368 119,198 22,304,566 － 22,304,566

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 22,185,368 119,198 22,304,566 － 22,304,566

セグメント利益 4,101,820 25,663 4,127,484 △869,003 3,258,480

（注）１．セグメント利益の調整額△869,003千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「不動産事業」において、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額

は、当中間連結会計期間においては17,927千円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

当中間連結会計期間において、当社の連結子会社である株式会社ケーナインが株式会社神楽坂ハイツ

の株式の全てを取得し、新たに連結の範囲に含めております。

これにより、「不動産事業」において、のれんが318,046千円発生しております。

EDINET提出書類

株式会社アーバネットコーポレーション(E04069)

半期報告書

16/22



(企業結合等関係)

（取得による企業結合）

当社は、2025年12月18日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ケーナインが株式会社神楽

坂ハイツの株式の全てを取得し、子会社化することを決議いたしました。また、2025年12月26日付で全株式を取得

したことにより子会社化いたしました。

 

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社神楽坂ハイツ

事業の内容　　　：不動産賃貸事業

(2）企業結合を行った主な理由

株式会社神楽坂ハイツは、都内に不動産を保有しております。

当社グループは、今般の本件株式取得により、当該不動産を活用した開発等を通じてグループ全体の企業

価値の向上と持続的成長につなげてまいります。

(3）企業結合日

2025年10月31日（みなし取得日）

2025年12月26日（株式取得日）

(4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称

名称に変更はありません。

(6）取得した議決権比率

100％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社である株式会社ケーナインが現金を対価として株式を取得したためであります。

 

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年10月31日をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており、当中間連結会計期間に係

る中間連結損益計算書には被取得企業の業績は含めておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 991,008千円

取得原価  991,008千円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

318,046千円

(2）発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過分をのれんと

して計上しております。

(3）償却方法及び償却期間

４年間にわたる均等償却
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

   （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
不動産事業 ホテル事業

不動産開発販売 6,698,010 － 6,698,010

不動産仕入販売 727,823 － 727,823

ホテル事業 － 117,799 117,799

その他 144,130 － 144,130

顧客との契約から生じる収益 7,569,964 117,799 7,687,764

その他の収益（注） 275,660 1,750 277,410

外部顧客への売上高 7,845,624 119,549 7,965,174

（注）「その他の収益」には、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収益等が含まれております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

   （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
不動産事業 ホテル事業

不動産開発販売 21,453,247 － 21,453,247

不動産仕入販売 417,335 － 417,335

ホテル事業 － 117,698 117,698

その他 69,015 － 69,015

顧客との契約から生じる収益 21,939,598 117,698 22,057,296

その他の収益（注） 245,770 1,500 247,270

外部顧客への売上高 22,185,368 119,198 22,304,566

（注）「その他の収益」には、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収益等が含まれております。
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(１株当たり情報)

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間

（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

（１）１株当たり中間純利益
又は１株当たり中間純損失（△）

△6円53銭 52円49銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益
又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）
(千円)

△210,785 1,907,345

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）
(千円)

△210,785 1,907,345

普通株式の期中平均株式数(株) 32,275,159 36,339,036

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 52円38銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額
(千円)

－ －

普通株式増加数(株) － 71,531

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）１．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当

たり中間純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定に用いら

れた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、当社及び一部の連結子会社

の取締役（社外取締役を除く。）並びに当社の従業員に対する株式報酬制度の信託財産として所有する当社

株式（前中間連結会計期間589,200株、当中間連結会計期間658,900株）を控除して算定しております。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　2025年８月７日開催の臨時取締役会において、2025年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期

末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 426,887千円

②　１株当たりの金額 12円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2025年９月26日

 

　2026年２月５日開催の臨時取締役会において、2025年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 413,313千円

②　１株当たりの金額 11円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年３月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年２月５日

株式会社アーバネットコーポレーション

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 村　 松　 通　 子

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 寺　 田　　　　裕

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アーバ

ネットコーポレーションの2025年７月１日から2026年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年７月１日

から2025年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社アーバネットコーポレーション及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

 

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

 

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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